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1. はじめに：公共図書館の雇用構造と公共経営改革
　近年わが国の公共図書館の雇用構造は、大きく変わりました。2012 年の時点では公共図
書館に働く人の総数は、3 万 7423 人です。そのうち、専任・兼任を合わせた常勤職員は 1
万 2930 人、それに対して非常勤・臨時職員が 1 万 5822 人、委託・派遣会社の職員が 8671
人（なお非常勤・臨時職員や委託・派遣職員は、延べ人数ではなくフルタイム換算です）1）

です。
　図 1 は、5 年ごとでみた図書館数と雇用形態別の職員数の変遷です。変化が顕著になり始
めた今から 20 年ほど前の 1992 年では、非常勤・臨時職員を含めて図書館に働く人の総数は、
1 万 9061 人でした。それ以降 2012 年までに、図書館数は 1.5 倍強になり、働く人の総数
も大幅に増加しています。しかし専任職員については、一時増えたもののその後は 1980 年
代の数字に戻りつつあります。図書館数の増加にともない増員が必要になったのですが、地
方公務員の削減（1995 年から実質減）が行われるようになって、まず代替要員として非常勤・
臨時職員が増員され、2007 年にはその数は専任職員を越えました。また、非常勤・臨時職
員のほか委託・派遣職員とも協働するようになりました。これら委託・派遣職員の数値を非
常勤・臨時職員数に足し込めば、2005 年には合計数は専任職員数を越えています。（ただし、
委託・派遣職員のカウントが始まったのは 2005 年）。
　つまりは 2002 年頃から、非常勤・臨時職員や委託・派遣職員が急速増加し、反対に
1990 年代後半 1 万 5000 人以上あった専任職員が 1 万人規模に近づき、今では図書館で働
く人々全体の 34.5% にまで減少したのです。社会全体のいわゆる非正規雇用は 2012 年で
35.2% です 2）。この二つのパーセンテージは同じ 3 割程度でも意味は全く逆です。非正規
雇用がゆうに過半ですから、公共図書館における雇用はかなり不安定な状況だといえます
し、またその起因するところを社会発展による産業構造の変化だけに帰するわけにはいかな
いようです。雇用構造をこれほど変化させた直接的な引き金は、公立図書館を運営する公共
部門が直面した問題にあろうかと思われます。
　1970 年代の石油危機以降各国経済が停滞し、景気低迷の結果として税収減が生じて多く
の先進国で政府は累積債務に苦しむようになりました。とくにわが国では景気浮揚のための
長年にわたる財政出動のせいで、国と地方の公債残高が 1000 兆円に到達するところまでき
ています 3）。財政支出の抑制は至上命題
で、公的サービスの予算を削減せざる
を得なくなりました。一方、経済の成
熟化や人々の生活水準の向上の結果、
行政サービスへのニーズは高度化し多
様化しました。わが国の場合いち早く
高齢化も進展していますから、社会福
祉費が大きな負担となっています。こ
のような背景から、先進諸国では 1980
年代半ば頃から「新しい公共経営」（New 
Public Management）[NPM] と 呼 ば
れる公共部門の改革が着手されました。

公共図書館サービスの再検討：公共経営改革のもとで
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図１　公共図書館数、職員数の変遷
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　それは、単なる行政機構改革では
なく、①政府の規模の検討（政府支
出の GDP 比の再点検や国民負担比
率（税と社会保障費）の抑制など）、
②政府の範囲、つまり福祉国家政策
などで拡大しすぎた政府機能などの
見直し、③政府の運営方法改善（非
効率な官僚機構への問題提起）と
いった広い視野で公共部門のあり方
を変えようというものです 4）。
　そのために、この改革への取り組
み、あるいは政策の重点の置き方については国によってかなりの違いがあります。OECD（経
済開発協力機構）は、「官僚制と市場メカニズム」と「管理者と経営者」という二つの軸で
整理して、図 2 のように各国の政策が従来の「官僚制／管理者」性の高い位置（左上）か
ら「市場メカニズム／経営者」性を取り入れた位置（右下）に移行したことを表現しました。
これによって各国をグループ化すると、１）市場メカニズムの適用を可能なかぎり広げよう
というイギリスやニュージーランドが先導したアングロサクソン型 （ニュージーランドは、 
政権交代とともにかなり違った姿に変更されています）と、２）どちらかといえば経営者の
役割を重視する北欧・大陸型とに分けられるとしています 5）。
　ただ、後者の北欧・大陸型の国々のうち、北欧諸国では公共サービスについて全社会的に
負担するものという考えが明確であるのに、大陸諸国では部分的には受益者負担を容認して
きました。そこで、本日は各国の政策を、①アングロサクソン型、②北欧型、③大陸型の三
つのタイプに分けて、その下で公共図書館がどのような動きをしているかを紹介してみよう
と思います。とりあげるのは、①のタイプとしてイギリス、②ではデンマークとスウェーデ
ン、③ではオランダ、それぞれの公共図書館の様子です。それを踏まえて、私のディスカッ
ションを最後に付け加えます。

2. イギリスにおける PFI 図書館と「コミュニティ・図書館（Community Library）」
　イギリスは、昨年亡くなったマーガレット・サッチャーが政権にあったとき「新しい公共
経営」政策を訴え、世界的にその潮流を先導してきた国です。公共施設等の建設・運営等に
民間の能力を活用する PFI や、業務部門を独立させ効率化を図るエージェンシーといった
枠組みは、アングロサクソン型の典型です。その後を襲ったメージャ政権、ブレアとブラウ
ンの労働党政権、さらに現在の保守党・自由民主党連立のキャメロン政権も、細部の違いが
あるものの、基本的にはこの線上にあります。
　公共図書館への施策で代表的なのは PFI です。新たに公共施設を（再）建設することが
難しい場合、民間会社が図書館施設等のサービスを調達し、公共サイドがそれを購入するも
のです。PFI のキー概念は VFM（Value for Money、使われる税金に対するサービスの総
量の比：これまでのサービスが 50 億で行われてものが、たとえば 40 億でできれば、20％
の VFM が得られると計算します）で、事業規模が大きいほどその VFM は大きくなる可能
性がありますから、大規模な図書館や地域の再開発と一体となったものがこの対象となって
きました。2001 年イングランド南部の保養地ボーンマス市に最初の PFI 図書館が開館しま
した。その後、ブライトン、ハックニー、オーダム、ニューカッスル、リバプールなどの図
書館で PFI が適用されてきました。

図 2　官僚制と市場、管理者と経営者：各国の位置
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　このうちニューカッスルは、日本の鹿島建設を中心
としたグループが PFI を仕組んだもので 6）、2009 年
に開館しました。外部の市街整備建設費（1520 万ポ
ンド）を含む、4020 万ポンド（約 68 億円）のプロジェ
クトで、図書館自体としては建設費が 2400 万ポンド
それにライフサイクルコスト 420 万ポンドですから、
両者を合わせて 48 億円くらいの事業です。ただしこ
れには、市側が調達する図書館のコスト、つまり図書
館資料費や図書館職員の人件費は含まれません。
　イギリスの公共図書館では、日本の PFI 図書館と
ちがって、民間が提供するサービス範囲は施設やコン
ピュータシステムなどに限定され、資料収集からサー
ビス提供に至る業務は自治体の職員が行っています。
したがってニューカッスル市図書館の組織図は、図 4
のよう描かれます。市の文化、図書館、生涯学習局の
もとにあって、市図書館マネジャー、つまり館長と各マ
ネジャーが公務員図書館員で、雇員とともに直接サー
ビスを担当しています。また運営
に関わる PFI 特別会社との打ち合
わせが月々行われています 7）。
　ごく最近の PFI 図書館の例は、 
2013 年 5 月再開館したリバプー
ル市図書館（18,000 平米）です 8）

（図 5、6）。もとは 1875 年に建築
が始められ 1906 年に完成したと
いう二つの石造り歴史的建造物で、
その貴重な建築物の内部の改装が
5500 万ポンド（94 億円）の PFI
プロジェクトで完成しました 9）。

　毎年のようにこうした大規模な図書館が再開館して
いますが、それはイギリスの状況のごく一部のことで、

図 3　ニューカッスル市図書館
　　（6 階建て 8,300 平米）

図４　ニューカッスル市図書館の組織図

図 5　ホーンビィ図書館館

図 6　円形のピクトン・リーディング・ルーム
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財政事情は極めて厳しいですから、多くの図書館システムの分館等が閉鎖されたり、図書館
開館時間が短縮されたりしています 10）。“近年なくなっていくものは、地域の図書館とパブ
だ”と、ソーシャル・キャピタルを醸成するものが減少するとイギリスの友人と嘆いたこと
がありました。
　まさにそのような状況に現出したのが「コミュニティ図書館」です。これは、地域図書館
一般のことではありません。イギリスで 2010 年以降急速に普及した新しいあり方で、集落、
教会区のような基盤的な自治単位において、ボランティアグループ、NPO、社会企業など
が運営する図書館です。イギリスではカウンティ（日本でいえば、県にあたります）レベル
の自治体に図書館行政担当機関があり、それぞれ中央館といくつかの分館からなる図書館シ
ステムの責任を負っています。しかし、財政難のなか十分なサービスが展開できなくなって、
行政の代わりに地域の人々が図書館サービスに携わるようになっているのです。
　表 1 にみるように、独立型コミュニティ図書館と連携型図書館という二つの型がありま
す 11）。独立型コミュニティ図書館には、土地が確保されているかどうかの違いで二つの種
類がありますが、いずれも行政とは関係なく、コミュニティが運営しているものです。また、
もう一つの、連携型図書館は、行政からのある程度の支援を受けて運営している図書館で、
その関わり方の程度で、コミュニティの管理、コミュニティを支援、コミュニティへの委託
の三つに分けられます。

　イングランドの図書館開発行政のエージェントであるアートカウンシルの調査によると、
現在ではイングランド全体の三分の一以上の図書館行政担当機関ごとに、複数のコミュニ
ティ図書館があり、全体では 425 を数えるコミュニティ図書館が設置されているかすでに
計画されているとのことです。その数は、全イングランドの公共図書館数の約 12% となり
ます 12）。
　公的部門だけでは公共図書館のすべては運営できなくなって、そのサービスを地域の人々
に委ねているイギリスの現状です。また、その傍証となるように CIPFA（Chartered 
Institute of Public Finance and Accountancy）の調査によると、2010 年度調査ではイ
ングランドで 3300 の公共図書館に、2 万 1000 人のボランティアがカウントされました。
この数値は 2006 年度以来 5 年間で 70% の増加です 13）。またこの翌年度の統計では、幸い
なことに閉館された図書館数は 73 館に減少しましたが（前年は 201 館）、ボランティアは

表 1　イングランドにおけるコミュニティ図書館

03_1.indd   4 14/05/07   16:05



〈特集〉永田治樹特任教授最終講義記録

- 05 -

さらに 44％も増加しています 14）。

3. デンマーク・スウェーデンの公共図書館の工夫
　デンマークとスウェーデンは、手厚い社会福祉や整った教育機会などの先進例としてしば
しば引き合いに出されます。公共図書館のサービスについてもその充実度と利用度について
高い実績があります。

　北欧の国々における公共サービスは、高い国民負担率によって支えられてきたといわれて
きました。2010 年度の数値ですが、図 7 にみるように、デンマークでは 67.8％、スウェー
デンでは 58.9% です。スウェーデンが近年急速にそれを下げていますが、オランダの
54.5% やイギリスの 47.3% に比べてもまだ顕著な差があり、わが国とデンマークとの差は
29.3% にもなっています 15）。
　しかしこれらの国においても、他の先進国と同様にマクロ経済の悪化は不可避でした。
1990 年代、デンマークは失業率 12% を記録しましたし、スウェーデンでは金融自由化後
にバブルが発生してきわめて深刻な経済・財政危機に襲われました。当時デンマークの政権
をとっていた社会民主党が新自由主義的な経済政策に転換し、国営企業の民営化、地方分権、
外部委託などの公共部門改革を断行しました 16）。スウェーデンでは 70% ほどあった国民負
担率を税制の変更や歳出総額の上限を設定する財政制度改革によって下げ、その後高い経済
成長と高福祉を両立させることができました（「スウェーデンモデル」といわれるもの）17）。
2008 年秋の金融ショック後も、両国は「自律した個人を基盤にする福祉社会」を維持しな
がら 18）、他の欧州諸国よりは安定的な状態を保っています。
　両国に共通する特徴は、時代の変化に対応した産業構造転換にきわめて積極的だという点
でしょう。スウェーデンにおいては、二つの自動車産業が危機的な症状に陥ったとき、基幹
産業だとしてそれらを保護する政策はとりませんでしたし、デンマークにはフレキシキュリ
ティと評される政策モデルがあります 19）。それは失業手当や職業教育の充実で働く側の安
全網があると同時に、雇用主には解雇しやすい柔軟な制度を許容していることをいいます。
両国は雇用の安全網を機能的に活用し、新たな状況に適合できる社会の構築を目指している

図 7　「OECD 諸国の国民負担率（対国民所得比）
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のです。このような文脈で公共図書館は、職業訓練と並んで、人々が新しい知識やスキルが
習得できる場として位置づけられます。
　デンマークでは 2007 年に地方自治体改革が行われ、それにともない図書館システムも
257 館から 98 館に減少しました。期待される役割が実行できるのに十分な規模を確保する
という意図ではありましたが、同時に小図書館の多くが閉鎖され、 681 館あったものが初年
度だけで 131 館減りました 20）。この大きな変化にあたって文化省のもとにある“図書館と
メディアのためのエージェンシー”のまとめた指針が、『知識社会における公共図書館』（図
8）です。それは、①オープン図書館、②図書館の役割、③デンマーク・ディジタル図書館
の設置、④各機関との連携、そして⑤専門職の育成という五つの勧告からなっています 21）。
　その最初に揚げられたオープン図書館は、国の政策としてユニークなものです。オープン
図書館とは、端的にいってしまえば住民が自由に出入りして使ってよいという図書館です

（open library という NPO が目指す動きとは全く別物）。ディジタル時代にも重要な役割を
果たす図書館スペースをもっと人々に開放しようと設計されたものです 22）。
　図 9 は、コペンハーゲン市のビスベビアウ分館の扉です。ここに開館時間が表示してあ
ります。右側の時間（10-19）が通常の開館時間で、左側の「8-10 og 19-22」という表示は、
セルフサービス、つまり職員が不在の開館時間です。住民はその時間内ならば、社会保険カー
ドとそのパスワードで図書館に自由に出入りできます。最初は資料の盗難や破壊が行われる
のではないかと懸念され治安のよい地方で試行されました。そして住民は自分たちの財産を
盗まないこと、うまくいくことが確認され、今ではオープン図書館が国全体で 40% ほどの
公共図書館で展開されています。

　オープン図書館というサービス設定は、さまざまな問題を考えさせます。長時間の開館延
長態勢はなぜとれないのか、図書館サービスには職員はいなくてもよいのだろうかといった
ものです。コペンハーゲン市の中央図書館長（Jacob H. Petersen）にオープン図書館サー
ビスについて尋ねたところ“統計によるとデンマークの公共図書館の利用量はなお増えてい
るが、登録率が数パーセント下がっている。つまりヘビーユーザーが増えたようだが、住民
のカバー率が減っている。重要なのは幅広い住民の利用であり、そのためにこの方策が生ま
れた”と話をしてくれました。
　一方スウェーデンでは、行政の現代化（public modernization、北欧では新しい公共経
営といわずに、このいい方をします）が推進されるなかで公共図書館に求められてきたのは、

図 8　『知識社会における公共図書館』 図 9　ビスベビアウ図書館開館時間
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予算は縮減され人は増えないのだが、状況変
化に合った新たな施策の展開でした。たとえ
ばストックホルム市では、急速に様相が変化
していく市域のなかで、発展していく地域、
衰退していく地域を把握し、図書館網（約人
口 80 万の市立図書館の総数は現在 51 館）が
見直されています 23）。図 10 は新たに建設され
たストゥレ図書館です。これは人々が行き来
する地下鉄駅のなかに設定した図書館で、改
札口の手前から入った地下の上層のところに
設置されていますが、思いのほか気持ち良い、静かで落ち着いたスペースが確保されていま
す。通勤途上や近隣の人々が利用者となっており、子どものコーナーもあって親とともに子
供たちが利用していました。ストックホルム市図書館長（Inga Lunden）は、”Library on 
the move”と現在の図書館の状況を言い表しておりました。またスウェーデンには、民間
会社が図書館を請け負っている例もあります（http://bibliotek.nacka.se/web/arena）。
　デンマークでもスウェーデンでも行政の現代化のなかで、オープン図書館といった工夫
や、変容する地域にあった図書館再編成を通じて、より的確に住民に寄与する図書館が考え
られています。また、今日は詳しく触れられなかった電子図書・雑誌のサービスも両国では、
自国言語の出版物のディジタル化を含めて、進展しています。

5. オランダの法人図書館と課金制
　オランダの公共図書館は、その役割を果たしうる規模を求め、図書館システム（中央館と
分館を合わせた全体）の数をこの 10 年余りで三分の一まで急激に減少させました。デンマー
クと似ていますが少し違います。オランダでは自治体の境界を越えて小さな図書館システム
をより大きなものに合併させるなど意図的にこのことが行われました。それとともに、自治
体が直に運営していた図書館の法人化が進展し、いまでは全国 160 館のうちの、公立機関
の図書館は 6 館ほどになってしまいました 24）。ここでいう法人というのは、非営利の財団
です。世界的なニューヨーク・パブリック・ライブラリーもこの種の法人で、米国にもとき
おりみられる形です。日本の「図書館法」のような、公共図書館は公立と私立に二分される
といったものさしでは把握できません。
　公共図書館は、法人であろうと公立であろうと地域共同体のためのものとして、公的資金
が投入される事例は国外では珍しくありません。わが国の図書館法は、公的でないものは、
すべて「私立」であり財政支援しない建前です。近代化の過程で、共同体的所有の土地など
の私有化を強制的に進めた論理で「図書館法」は割り切っているように思えます。公有でも
私有でもないという共同体的な所有は、近代以降も残っていますし、最近では環境保全や情
報に関する領域で、そうしたあり方が重要だといわれるようになってきました。国家や市場
による解決法だけではうまくいかないものもあるのです 25）。オランダの公共図書館はそう
した解決法によっているといえます。法人のほうが、会計制度的により自由度が高いし、公
的権力の支配から基本的には自由です。ただし、現下の情勢では、法人への公的資金は削減
されています。おそらく、以前の 80% 程度になると予想されています。それに代わるもの
は外部資金や自己努力で賄うしかありません。逆にそうだからこそ、法人のほうがやりやす
いという面があり、ロッテルダム市は 2013 年から法人に移行しました。
　図 11 は、イギリスのバーミンガムの新図書館が 2013 年 10 月に再開館する前、欧州最

図 10　ストックホルム市地下鉄駅図書館
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大を誇ったアムステルダム公共図書館です。2
万 8000 平米あり、8 層の建物です（2007 年
7 月開館）。この図書館の特徴は、利用者を縛
る規則も最低限に抑えられ、図書館にいると
い う こ と を あ ま り 意 識 せ ず（ 開 館 時 間 は、
10:00 ～ 22:00 で週末も同様に開いており、
週 84 時間）自分のペースで過ごせることです。
またこの都市の特徴から（人口の約 45％は外
国出身者、旅行者の利用も多い）、資料や企画
の高い国際性です。多文化サービスといった
枠組みが存在するのではなく、図書館のサー
ビス全体が多文化の構成です。
　オランダでは、どの地域へいってもよい公共図書館と遭遇します。またそのサービスも、
国全体で図書館が連携し相互協力によってお互いに融通をつける慣習がありますから、サー
ビスの品質も維持されています。利用されるためには、よい図書館でなくてはならないとい
うことがよくわかります。そのように駆り立てている理由はと考えると、その一つに課金制
があげられるかもしれません。課金制は、法人だけでなく、地方自治体が直営しているよう
な日本でいうところの公立図書館でも行われています。もちろん資料を館内で閲覧するだけ
ならば、課金はいりませんし、子どもや青少年には課金はほとんどありません。この範囲で
IFLA/Unesco の“公共図書館は原則として無料であるものとする”という「公共図書館マ
ニフェスト」26）を充たしているといっていいのでしょう。
　表 2 は、アムステルダム公共図書館の課金体系です。登録料を払って使う（パスを確保
する）という形です。友の会に入るかどうかはともかくとして、通常リーンパス（年間
€35）かリーンパス・プラス（€55）を取得します。課金は各図書館まちまちで、サービス
のよい図書館ほど課金は高い傾向があります。アムステルダム公共図書館のこの課金は国内

図 11　アムステルダム公共図書館

カテゴリー 登録料 登録により利用できるサービス その他の条件

図書，オーディオブック，CD, DVD,
ゲームの貸出

同時5点まで，年間最大
数制限なし

館内インターネット利用 OBAの催し50%割引

館内インターネット・Wifiの利用

オランダ資料

€ 35.00
図書，オーディオブック，電子図書
の貸出

CD，DVDなど：1点€1

（19-22歳：
€25.00，

館内インターネット・Wifiの利用
同時8点まで，年間最大
数制限なし

65歳以上：
€20.00）

オランダ資料 資料予約：1点€1

OBAの催し50%割引

€ 55.00
図書，オーディオブック，電子図書
の貸出

10点を越えたらCD，

DVD：1点€1（同時8点
まで）

（19-23歳：
€45.00，

CD,DVDなど10点までの貸出 年間最大数制限なし

65歳以上：
€40.00）

館内インターネット・Wifiの利用 資料予約：1点€1

オランダ資料 OBAの催し50%割引

友の会パス € 100 リーンパス＋と同じ リーンパス＋と同じ

ユースパス（18 歳以下） 無料

リーンパス・プラス

リーンパス

OBAの催し50%割引€ 20.00
インターネット・Wifi利用

パス

表 2　アムステルダム公共図書館の課金（2014 年）27）
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でもっとも高い例です。
　20% に及ぶ公的資金の削減には、アムステルダム公共図書館の場合、課金で 15% を、レ
ストラン、カフェ、シアター等からの収益事業で 5% を見込んでいます。各図書館はギャッ
プを埋めるために、より多くの利用を確保し、寄付金を集めるなどの努力が求められます。

6. おわりに
　イギリス、デンマーク・スウェーデン、オランダの公共図書館は、これまで蓄積してきた
サービス資産を踏まえ、かつ電子的なサービスの展開にも対応しつつ、新しい公共経営政策
の下で、さまざまな試みをしています。
　オランダでもデンマークでも、地方自治体改革に合わせ公共図書館システムの規模の適正
化が実施されました。ある程度の予算規模がなければ人々の要求に応えられる図書館コレク
ションはできませんし、情報化・ディジタル化の進展した現在では、より大きなサービスシ
ステムが要請されています。一方、それぞれの地域向けのサービスというコミュニティに依
拠した設定も必要です（このような議論自体わが国では、あまり見当たりません。中央館と
分館とが機能分担できないケースや、適正規模より明らかに中央館が小さすぎたり、分館が
相対的に大きすぎたりするといったケースが散見されます）。またストックホルム市で展開
されているように、街の様相の変化に応じた配置換えが必要な場合もあります。
　図書館経営を効率化するために、イギリス、そしてスウェーデンでは、民間企業への委託
が行われていました。オランダの法人化も公的機関よりも柔軟な経営枠組みを求めたもので
す。そこでは図書館そのものが公的部門ではなく民間部門です。あるいは、デンマークでは
セキュリティ技術とコミュニティの信頼を足掛かりにオープン図書館を展開し、開館時間の
延長が実現しています。効率化の工夫は、情報技術の進展によりさらに拡大されるかと思い
ます。ニューカッスルの「24 時間図書館」28）といった展開は来館しにくい地域住民にも公
平なサービスを実現できます。
　図書館サービスといった公共サービスの負担は、これまで不可欠なものだとして、住民皆
で税として受け入れてきました。北欧の国々はこの考え方が一番強いかと思います。しかし、
成熟した社会において、人々のニーズは高度化・多様化し、それらを十分に確保するのは難
しいということがわかってきました。そのことが先進国のマクロ経済の不調から顕在化しま
した。われわれは今、これをどのように解決してばよいかという問題に直面しています。
　公共部門となっている図書館をより効率的な経営をしている民間部門へ移す試みが始まり
ました。新しい公共経営の政策です。移すといってもそのレベルは段階的にいくつかの方策
があります（わが国の場合 PFI、指定管理者制度、事業委託などです）。ここでとくに留意
しなければならないのは、公共部門の公平な判断です。せっかく民間部門に移すのだから「市
場の失敗」が出来しないように、なによりも適正な市場メカニズムを機能させる舵取りが必
要です。
　イギリスの「コミュニティ図書館」は、もう一つの方向を示唆しています。基本的には図
書館運営を住民、コミュニティ自体に解決を求めようというもので、公共部門から自発的部
門（コミュニティ部門、非営利部門、第 3 セクター［国内では別の意味に使われることも
ある］などともいう）へ移すという方策です。担う部門は民間の非営利組織ですから、制度
的にはオランダなどの法人図書館と同じようになります。住民参加を前提にした枠組みとし
てどのようなものがよいのかは、さらに検討されることになるでしょう。
　どの部門に委ねるかは、図書館のサービスが税でどの程度維持されるべきかという議論に
関連します。図書館サービスを無料で提供するというわが国の図書館法 17 条の規定はどの
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サービス範囲までをいうのでしょうか。公共サービスが税で賄われるのは、それが公共財
（サービス）とみなされるからです。その範囲を超えるものは課金する必要があります。経
済学では、排除性に難があり、控除可能性が低いものが公共財とされます 29）。図書館サー
ビスのすべてがそれに当てはまるわけではありません（たとえば、ベストセラーの貸出待ち
行列はときには 1 年以上ともなります。この場合、価値の控除可能性は大きいといえます）。
公平性を考えるならば、原則すべての図書館サービスを無料とすることは難しいのかもしれ
ません。オランダの課金制度はこのことへの対処なのでしょう。
　わが国の図書館界の議論には、公共図書館サービスすべてを公で保証し、それ以外は認め
ないとする硬直的なものが多く、現状を前に進められません。人々のために情報の自由、知
る権利を確保するには、公共図書館がどのようにふるまわねばならないか、そして人々はど
のような負担を負うべきかの議論がもっと必要だと思われます。
　ところで、デンマークのオープン図書館がとてもよい評判ですし、国際的にも関心を呼ん
でいます。週日は 5 時間、週末は 7 時間も延長利用が可能になりますが、職員のいないこ
とが図書館サービスを毀損しないのでしょうか。最後に、このことに考えるための一つのヒ
ントをお話しておきます。
　従来のサービス経営論では、サービスとは人の行為を指すといってきました。そうすると
図書館サービスとは、図書館員が利用者のために行う行為のすべてと定義されます。しかし、
利用者にとって、図書館を使って得ようとする便益は、おおむね利用する資料や図書館とい
う場がもたらすものです。図書館員の行為（収集、配架、利用相談、貸出等手続き）は不可
欠ですが、それが必しも利用者をひきつけるわけではありません。利用者が図書館で手に入
れようとするものは、資料などを使って得られるもの、それから生み出されるものであって、
少なくとも図書館員の行為が主要な対象ではありません。
　21 世紀に入って、マーケティングの分野でサービスの議論が少し整理されました。
Stephen L. Vargo と Robert F. Lush が主張した“サービス・ドミナント・ロジック”と
いう見方です 30）。これによると顧客は、提供される財とかそれにまつわる人の行為（上でサー
ビスといっていたもの、ここでは“サービシズ”といいます）に、顧客がもっている能力を
適用して、必要な便益を得るものだといいます。たとえば、電気器具といった財であろうと
あるいは旅行案内といったサービシズであろうと、単に提供されるだけではなく、それを使
いこなして（自分の能力を適用して）便益を獲得する必要があります。したがって、電気器
具や旅行案内にそもそも組み込まれた知識とかスキルといった専門化されたコンピテンス
を、便益として顧客が汲み取るプロセスが重要であり、これら全体を「サービス」だと定義
します。この見方によれば、図書館サービスとは、資料や場、あるいは図書館員の行為の提
供に始まり、利用者がその能力を適用して、なんらかの便益を得るプロセスです。
　このように図書館サービスを定義するならば、サービスを提供する側に必要なことは、よ
り多くの利用者により多くのプロセスを提供する、つまり利用者が常に資料・情報（の場所）
に近づけ、それにより必要な便益を得られることであり、オープン図書館はそのための重要
な工夫だといえます。また、オープン図書館の開設によって図書館員によるサービシズの価
値が低められるわけでもありません。
　公共図書館の新しい動向の本日の話が、みなさんが今後の図書館サービスの展開を考える
糸口になれば幸いです。

1) この箇所で参照した数値は、すべて日本図書館協会『日本の図書館』による。
2） 厚生労働省「非正規雇用の現状はどうなっているの？」http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite 
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